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NTTアドバンステクノロジグループの 

環境に対する取り組みへの協力のお願い 

 

１．協力をお願いする内容 

 NTTアドバンステクノロジ株式会社及びグループ５社は、ISO14001に準拠した環境マ

ネジメントシステムを構築し、認証登録をしています。環境方針（別紙）のもと、多方面

にわたり環境面の対策を進めています。NTTアドバンステクノロジグループ施設内で作業

される方は、本記載事項を順守して頂けますようお願い致します。 

 

 

２．取り組みをお願いする理由 

 地球の再生機能を超える従来型の経済社会活動が、地球温暖化、オゾン層の破壊、熱帯

雨林の減少、生態系破壊、海洋汚染など地球環境問題を発生させています。NTTアドバン

ステクノロジグループでは、環境・経済・社会が共に向上し、持続可能で適応性の高い社

会の実現をめざし地球環境問題の解決に向け取り組んでいます。皆様にも取り組みに対す

るご理解とご協力をお願い致します。 

 

 

３．取り組みをお願いしたいこと 

 NTTアドバンステクノロジグループ施設内で作業される方は、以下のことを実施頂きます

ようお願い致します。 

（１）地球温暖化防止のための「省エネルギー活動施策」 

昼休みや人がいない箇所の消灯を実施する  

② PCの電源設定を省エネに設定(モニターの電源断:10分後、システムスタンバイ:20分

後)にし、１時間以上の離席時には PC、モニターの電源を切る  

③ 装置未使用時・帰宅時にはプラグをコンセントから抜く（シンクラ端末、共通で使用

する機器は除く）  

④ 空調の温度設定は適切な値に設定する(夏 28度、冬 20度を目安とする)  

⑤ PC、サーバ等の機器を新規購入あるいは更改時には環境配慮型を導入する 
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（２）地球温暖化防止と天然資源の枯渇抑制のための「省資源活動」 

（２）-１ PPC用紙使用削減施策 

① 電子決裁・電子署名・電子契約を推進する  

② お客様へ電子ファイルによる報告資料・営業資料等の提供を促進する  

③ テレワーク、リモート会議、ペーパーレス会議を実施する  

④ 印刷プレビュー・両面・縮小印刷を励行する 

 

（２）-２ リサイクル・リユース推進施策 

① 各ビルの分別ルールに従って、ゴミを捨ててください 

② リユースを行うために OA機器・什器の回収や整備を実施 

③ 事務用品などを自社使用する場合、可能な限り利活用する 

④ 機密書類の回収/リサイクルシステムの活用 

⑤ 各ロケのごみ分別ルールを徹底する 

⑥ 毎月 13日に居室内の不要物品整理整頓を行う 
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＜別紙＞ 

NTTアドバンステクノロジグループ 

環 境 方 針 
 

〔基本理念〕 

NTT アドバンステクノロジ株式会社及びグループ会社は、NTT グループ環境エネルギービ

ジョン「NTT Green Innovation toward 2040」に基づいて、事業活動において最大限の

環境配慮に努めるとともに、持続可能な社会の実現を目指します。 

お客様と共に進化し続けるバリューパートナーとして、ICT（情報通信技術）サービス、製

品を提供し、「未来を拓くチカラと技術。」により社会やお客様のさまざまな問題を解決し

ます。 

 

〔基本方針〕 

１．当グループの先端技術と開発力を活かし、環境問題の解決に貢献します。 

（１） 社会の環境負荷低減に資する製品・サービスの提供に努めます。 

（２） 環境汚染の予防と環境リスクの低減を推進します。  

・ 製品のライフサイクルにおける環境負荷の低減  

・ 事業活動における省資源及び省エネルギー  

・ 廃棄物の適正管理  

２．NTTグループの中でも先駆けとなるように、カーボンニュートラル実現を目指します。 

３．環境関連法規、規制及びその他の要求事項を順守します。 

４．定期的な内部監査、マネジメントレビュー等により、環境マネジメントシステムの継続

的改善に取り組みます。 

５．環境保護活動に関する情報を環境報告書の発行等で広く社内外に公開します。 

６．ステークホルダー・エンゲージメントの実施により、事業のパートナーに対しても環境保

護活動への理解と協力を要請します。 

 

 

2022年 6月 17日  

 

代表取締役社長 

 


